
民法（明治二十九年法律第八十九号）（抄） 

 

第一編 総則 

第二章 人 

   第三節 行為能力 

（後見開始の審判） 

第七条 精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者について

は、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親族、未成年後見人、未成年

後見監督人、保佐人、保佐監督人、補助人、補助監督人又は検察官の請求に

より、後見開始の審判をすることができる。 

（成年被後見人及び成年後見人） 

第八条 後見開始の審判を受けた者は、成年被後見人とし、これに成年後見人

を付する。 

（成年被後見人の法律行為） 

第九条 成年被後見人の法律行為は、取り消すことができる。ただし、日用品

の購入その他日常生活に関する行為については、この限りでない。 

（後見開始の審判の取消し） 

第十条 第七条に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、本人、配偶

者、四親等内の親族、後見人（未成年後見人及び成年後見人をいう。以下同

じ。）、後見監督人（未成年後見監督人及び成年後見監督人をいう。以下同じ。）

又は検察官の請求により、後見開始の審判を取り消さなければならない。 

（保佐開始の審判） 

第十一条 精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分である者に

ついては、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親族、後見人、後見監督

人、補助人、補助監督人又は検察官の請求により、保佐開始の審判をすること

ができる。ただし、第七条に規定する原因がある者については、この限りでな

い。 

（被保佐人及び保佐人） 

第十二条 保佐開始の審判を受けた者は、被保佐人とし、これに保佐人を付する。 



（保佐人の同意を要する行為等） 

第十三条 被保佐人が次に掲げる行為をするには、その保佐人の同意を得なけ

ればならない。ただし、第九条ただし書に規定する行為については、この限り

でない。 

一 元本を領収し、又は利用すること。 

二 借財又は保証をすること。 

三 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をする

こと。 

四 訴訟行為をすること。 

五 贈与、和解又は仲裁合意（仲裁法（平成十五年法律第百三十八号）第二

条第一項に規定する仲裁合意をいう。）をすること。 

六 相続の承認若しくは放棄又は遺産の分割をすること。 

七 贈与の申込みを拒絶し、遺贈を放棄し、負担付贈与の申込みを承諾し、

又は負担付遺贈を承認すること。 

八 新築、改築、増築又は大修繕をすること。 

九 第六百二条に定める期間を超える賃貸借をすること。 

十 前各号に掲げる行為を制限行為能力者（未成年者、成年被後見人、被保

佐人及び第十七条第一項の審判を受けた被補助人をいう。以下同じ。）の法

定代理人としてすること。 

２ 家庭裁判所は、第十一条本文に規定する者又は保佐人若しくは保佐監督人

の請求により、被保佐人が前項各号に掲げる行為以外の行為をする場合であ

ってもその保佐人の同意を得なければならない旨の審判をすることができる。

ただし、第九条ただし書に規定する行為については、この限りでない。 

３ 保佐人の同意を得なければならない行為について、保佐人が被保佐人の利

益を害するおそれがないにもかかわらず同意をしないときは、家庭裁判所は、

被保佐人の請求により、保佐人の同意に代わる許可を与えることができる。 

４ 保佐人の同意を得なければならない行為であって、その同意又はこれに代

わる許可を得ないでしたものは、取り消すことができる。 

（保佐開始の審判等の取消し） 



第十四条 第十一条本文に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、本人、

配偶者、四親等内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、保佐人、保佐監

督人又は検察官の請求により、保佐開始の審判を取り消さなければならない。 

２ 家庭裁判所は、前項に規定する者の請求により、前条第二項の審判の全部又

は一部を取り消すことができる。 

（補助開始の審判） 

第十五条 精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者について

は、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親族、後見人、後見監督人、保

佐人、保佐監督人又は検察官の請求により、補助開始の審判をすることができ

る。ただし、第七条又は第十一条本文に規定する原因がある者については、こ

の限りでない。 

２ 本人以外の者の請求により補助開始の審判をするには、本人の同意がなけ

ればならない。 

３ 補助開始の審判は、第十七条第一項の審判又は第八百七十六条の九第一項

の審判とともにしなければならない。 

（被補助人及び補助人） 

第十六条 補助開始の審判を受けた者は、被補助人とし、これに補助人を付する。 

（補助人の同意を要する旨の審判等） 

第十七条 家庭裁判所は、第十五条第一項本文に規定する者又は補助人若しく

は補助監督人の請求により、被補助人が特定の法律行為をするにはその補助

人の同意を得なければならない旨の審判をすることができる。ただし、その審

判によりその同意を得なければならないものとすることができる行為は、第

十三条第一項に規定する行為の一部に限る。 

２ 本人以外の者の請求により前項の審判をするには、本人の同意がなければ

ならない。 

３ 補助人の同意を得なければならない行為について、補助人が被補助人の利

益を害するおそれがないにもかかわらず同意をしないときは、家庭裁判所は、

被補助人の請求により、補助人の同意に代わる許可を与えることができる。 

４ 補助人の同意を得なければならない行為であって、その同意又はこれに代



わる許可を得ないでしたものは、取り消すことができる。 

（補助開始の審判等の取消し） 

第十八条 第十五条第一項本文に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所

は、本人、配偶者、四親等内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、補助

人、補助監督人又は検察官の請求により、補助開始の審判を取り消さなければ

ならない。 

２ 家庭裁判所は、前項に規定する者の請求により、前条第一項の審判の全部又

は一部を取り消すことができる。 

３ 前条第一項の審判及び第八百七十六条の九第一項の審判をすべて取り消す

場合には、家庭裁判所は、補助開始の審判を取り消さなければならない。 

（審判相互の関係） 

第十九条 後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人又は被補助人

であるときは、家庭裁判所は、その本人に係る保佐開始又は補助開始の審判を

取り消さなければならない。 

２ 前項の規定は、保佐開始の審判をする場合において本人が成年被後見人若

しくは被補助人であるとき、又は補助開始の審判をする場合において本人が

成年被後見人若しくは被保佐人であるときについて準用する。 

（制限行為能力者の相手方の催告権） 

第二十条 制限行為能力者の相手方は、その制限行為能力者が行為能力者（行為

能力の制限を受けない者をいう。以下同じ。）となった後、その者に対し、一

箇月以上の期間を定めて、その期間内にその取り消すことができる行為を追

認するかどうかを確答すべき旨の催告をすることができる。この場合におい

て、その者がその期間内に確答を発しないときは、その行為を追認したものと

みなす。 

２ 制限行為能力者の相手方が、制限行為能力者が行為能力者とならない間に、

その法定代理人、保佐人又は補助人に対し、その権限内の行為について前項に

規定する催告をした場合において、これらの者が同項の期間内に確答を発し

ないときも、同項後段と同様とする。 

３ 特別の方式を要する行為については、前二項の期間内にその方式を具備し



た旨の通知を発しないときは、その行為を取り消したものとみなす。 

４ 制限行為能力者の相手方は、被保佐人又は第十七条第一項の審判を受けた

被補助人に対しては、第一項の期間内にその保佐人又は補助人の追認を得る

べき旨の催告をすることができる。この場合において、その被保佐人又は被補

助人がその期間内にその追認を得た旨の通知を発しないときは、その行為を

取り消したものとみなす。 

（制限行為能力者の詐術） 

第二十一条 制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を

用いたときは、その行為を取り消すことができない。 

 

〔参考〕令和八年法律第四五号による改正後の民法 

（公布の日（令和八年六月二四日）から起算して二年六月以内に施行） 

 

（補助開始の審判） 

第七条 精神上の理由により事理を弁識する能力が不十分である者については、家庭裁判所

は、本人、配偶者、四親等内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、補助開始の審判を

請求することができる者として公正証書によって本人の指定した者又は検察官の請求によ

り、補助開始の審判をすることができる。 

２ 本人以外の者の請求により補助開始の審判をするには、本人の同意がなければならない。

ただし、本人がその意思を表示することができない場合は、この限りでない。 

３ 補助開始の審判は、第九条第一項若しくは第十条第一項の規定による審判のいずれか又

は第十一条第一項の規定による審判をする必要がある場合において、これらの審判と同時

にしなければならない。 

４ 補助開始の審判を受けた者に、補助人を付する。 

（公正証書による指定） 

第八条 前条第一項の公正証書による指定をする場合には、本人が、特定の者を補助開始の審

判を請求することができる者として指定する旨を公証人に口授しなければならない。 

２ 前項の公正証書は、公証人法（明治四十一年法律第五十三号）の定めるところにより作成

するものとする。 



３ 口がきけない者が第一項の指定をする場合には、本人は、公証人の前で、同項に規定する

旨を通訳人の通訳により申述し、又は自書して、同項の口授に代えなければならない。 

４ 公証人は、前項に定める方式に従って公正証書を作ったときは、その旨をその証書に記載

し、又は記録しなければならない。 

（補助人の同意を要する旨の審判等） 

第九条 家庭裁判所は、次に掲げる場合において、必要があると認めるときは、補助開始の審

判を受けた者が特定の行為をするにはその補助人の同意を得なければならない旨の審判を

することができる。ただし、日用品の購入その他日常生活に関する行為については、この限

りでない。 

一 補助開始の審判をする場合において、第七条第一項に規定する者から請求があったと

き。 

二 補助開始の審判があった後、第七条第一項に規定する者又は補助人若しくは補助監督

人から請求があったとき。 

２ 前項の特定の行為は、次に掲げる行為のうち家庭裁判所が定めるものをいう。 

一 預金又は貯金の預入又は払戻しの請求をすること。 

二 元本を領収し、又は利用すること。 

三 借財又は保証をすること。 

四 居住の用に供する建物の大修繕に関する工事の請負契約その他の重要な役務の提供に

関する契約を締結すること。 

五 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をすること。 

六 訴訟行為をすること。 

七 贈与、和解又は仲裁合意（仲裁法（平成十五年法律第百三十八号）第二条第一項に規定

する仲裁合意をいう。）をすること。 

八 相続の承認若しくは放棄又は遺産の分割をすること。 

九 贈与の申込みを拒絶し、遺贈を放棄し、負担付贈与の申込みを承諾し、又は負担付遺贈

を承認すること。 

十 第六百二条に定める期間を超える賃貸借をすること。 

十一 前各号に掲げる行為を制限行為能力者（未成年者及び前項又は次条第一項の規定に

よる審判を受けた者をいう。以下同じ。）の法定代理人としてすること。 



３ 本人以外の者の請求により第一項の規定による審判をするには、本人の同意がなければ

ならない。ただし、本人がその意思を表示することができない場合は、この限りでない。 

４ 補助人の同意を得なければならない行為について、補助人が補助開始の審判を受けた者

の利益を害するおそれがないにもかかわらず同意をしないときは、家庭裁判所は、補助開始

の審判を受けた者の請求により、補助人の同意に代わる許可を与えることができる。 

５ 補助人の同意を得なければならない行為であって、その同意又はこれに代わる許可を得

ないでしたものは、取り消すことができる。 

６ 第一項の規定による審判をする場合において、次条第一項の規による審判があるときは、

家庭裁判所は、当該審判を取り消さなければならない。 

（特定補助人を付する旨の審判等） 

第十条 家庭裁判所は、次に掲げる場合において、補助開始の審判を受けた者（補助開始の審

判を受ける者となるべき者を含む。次条第一項において同じ。）が精神上の理由により事理

を弁識する能力を欠く常況にある者であり、かつ、必要があると認めるときは、その者のた

め第五項に規定する権限を有する補助人として特定補助人を付する旨の審判をすることが

できる。 

一 補助開始の審判をする場合において、第七条第一項に規定する者から請求があったと

き。 

二 補助開始の審判があった後、第七条第一項に規定する者又は補助人若しくは補助監督

人から請求があったとき。 

２ 前項の規定による審判があったときは、同項の規定による審判を受けた者がした前条第

二項各号に掲げる行為（日用品の購入その他日常生活に関する行為を除く。）は、取り消す

ことができる。 

３ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、第七条第一項に規定する者又は特定補助人若

しくは補助監督人の請求により、前条第二項各号に掲げる行為以外の特定の行為について、

第一項の規定による審判を受けた者がした行為を取り消すことができるものとする旨の審

判をすることができる。ただし、日用品の購入その他日常生活に関する行為については、こ

の限りでない。 

４ 第一項の規定による審判をする場合において、前条第一項の規定による審判があるとき

は、家庭裁判所は、当該審判を取り消さなければならない。 



５ 特定補助人は、次に掲げる行為をする権限を有する。 

一 第二項の規定により、又は第三項の規定による審判により取り消すことができる行為

についての取消権の行使 

二 第一項の規定による審判を受けた者に対する意思表示の受領 

三 第一項の規定による審判を受けた者の財産に関する保存行為 

（補助人に代理権を付与する旨の審判） 

第十一条 家庭裁判所は、次に掲げる場合において、必要があると認めるときは、補助開始の

審判を受けた者のために特定の法律行為について補助人に代理権を付与する旨の審判をす

ることができる。 

一 補助開始の審判をする場合において、第七条第一項に規定する者から請求があったと

き。 

二 補助開始の審判があった後、第七条第一項に規定する者又は補助人若しくは補助監督

人から請求があったとき。 

２ 本人以外の者の請求により前項の規定による審判をするには、本人の同意がなければな

らない。ただし、本人がその意思を表示することができない場合は、この限りでない。 

（補助開始の審判等の取消し） 

第十二条 第七条第一項に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、同項に規定する者

又は補助人若しくは補助監督人の請求により、補助開始の審判を取り消さなければならな

い。 

２ 家庭裁判所は、必要がなくなったと認めるときは、第七条第一項に規定する者又は補助人

若しくは補助監督人の請求により、第九条第一項の規定による審判の全部又は一部を取り

消すことができる。 

３ 第十条第一項に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、第七条第一項に規定する

者又は特定補助人若しくは補助監督人の請求により、第十条第一項の規定による審判を取

り消さなければならない。 

４ 家庭裁判所は、必要がなくなったと認めるときは、第七条第一項に規定する者又は特定補

助人若しくは補助監督人の請求により、第十条第一項の規定による審判又は同条第三項の

規定による審判の全部若しくは一部を取り消すことができる。 

５ 家庭裁判所は、必要がなくなったと認めるときは、第七条第一項に規定する者又は補助人



若しくは補助監督人の請求により、前条第一項の規定による審判の全部又は一部を取り消

すことができる。 

６ 第九条第一項、第十条第一項及び前条第一項の規定による審判を全て取り消す場合には、

家庭裁判所は、補助開始の審判を取り消さなければならない。 

第十三条から第十九条まで 削除 

 

第五節 不在者の財産の管理及び失踪の宣告 

（失
しつ

踪
そう

の宣告） 

第三十条 不在者の生死が七年間明らかでないときは、家庭裁判所は、利害関係

人の請求により、失
しつ

踪
そう

の宣告をすることができる。 

２ 戦地に臨んだ者、沈没した船舶の中に在った者その他死亡の原因となるべ

き危難に遭遇した者の生死が、それぞれ、戦争が止
や

んだ後、船舶が沈没した後

又はその他の危難が去った後一年間明らかでないときも、前項と同様とする。 

（失踪の宣告の効力） 

第三十一条 前条第一項の規定により失踪の宣告を受けた者は同項の期間が満

了した時に、同条第二項の規定により失踪の宣告を受けた者はその危難が去

った時に、死亡したものとみなす。 

（失踪の宣告の取消し） 

第三十二条 失踪者が生存すること又は前条に規定する時と異なる時に死亡し

たことの証明があったときは、家庭裁判所は、本人又は利害関係人の請求に

より、失踪の宣告を取り消さなければならない。この場合において、その取

消しは、失踪の宣告後その取消し前に善意でした行為の効力に影響を及ぼさ

ない。 

２ 失踪の宣告によって財産を得た者は、その取消しによって権利を失う。た

だし、現に利益を受けている限度においてのみ、その財産を返還する義務を

負う。 

 

第五章 法律行為 

第二節 意思表示 



（意思表示の受領能力） 

第九十八条の二 意思表示の相手方がその意思表示を受けた時に意思能力を有

しなかったとき又は未成年者若しくは成年被後見人であったときは、その意

思表示をもってその相手方に対抗することができない。ただし、次に掲げる者

がその意思表示を知った後は、この限りでない。 

一 相手方の法定代理人 

二 意思能力を回復し、又は行為能力者となった相手方 

 

〔参考〕令和八年法律第四五号による改正後の民法 

（公布の日（令和八年六月二四日）から起算して二年六月以内に施行） 

 

（意思表示の受領能力）  

第九十八条の二 意思表示の相手方がその意思表示を受けた時に意思能力を有しなか

ったとき又は未成年者若しくは第十条第一項の規定による審判を受けた者であった

ときは、その意思表示をもってその相手方に対抗することができない。ただし、次に

掲げる者がその意思表示を知った後は、この限りでない。 

一 相手方の法定代理人 

二 意思能力を回復し、又は行為能力者となった相手方 

（意思表示の受領の特別代理人） 

第九十八条の三 意思表示の相手方が精神上の理由により事理を弁識する能力を欠く

常況にある者である場合において、その者のためにその意思表示を受ける者がない

ときは、家庭裁判所は、表意者の請求により、特別代理人を選任することができる。 

２ 前項の特別代理人は、同項の事理を弁識する能力を欠く常況にある者のために同

項の意思表示を受けることができる。 

３ 第一項の特別代理人は、同項の事理を弁識する能力を欠く常況にある者につき、必

要があると認めるときは、第七条第一項又は第十一条第一項の規定による審判の請

求をすることができる。  

４ 第一項に規定する原因が消滅したときその他同項の特別代理人が前二項に規定す

る行為をする必要がなくなったと認めるときは、家庭裁判所は、第一項の特別代理人



若しくは利害関係人の請求により又は職権で、同項の規定による審判を取り消さな

ければならない。 

 

第四節 無効及び取消し 

（無効な行為の追認） 

第百十九条 無効な行為は、追認によっても、その効力を生じない。ただし、当

事者がその行為の無効であることを知って追認をしたときは、新たな行為を

したものとみなす。 

（取消権者） 

第百二十条 行為能力の制限によって取り消すことができる行為は、制限行為

能力者（他の制限行為能力者の法定代理人としてした行為にあっては、当該他

の制限行為能力者を含む。）又はその代理人、承継人若しくは同意をすること

ができる者に限り、取り消すことができる。 

２ 錯誤、詐欺又は強迫によって取り消すことができる行為は、瑕疵
か し

ある意思表

示をした者又はその代理人若しくは承継人に限り、取り消すことができる。 

（取消しの効果） 

第百二十一条 取り消された行為は、初めから無効であったものとみなす。 

（原状回復の義務） 

第百二十一条の二 無効な行為に基づく債務の履行として給付を受けた者は、

相手方を原状に復させる義務を負う。 

２ 前項の規定にかかわらず、無効な無償行為に基づく債務の履行として給付

を受けた者は、給付を受けた当時その行為が無効であること（給付を受けた後

に前条の規定により初めから無効であったものとみなされた行為にあっては、

給付を受けた当時その行為が取り消すことができるものであること）を知ら

なかったときは、その行為によって現に利益を受けている限度において、返還

の義務を負う。 

３ 第一項の規定にかかわらず、行為の時に意思能力を有しなかった者は、その

行為によって現に利益を受けている限度において、返還の義務を負う。行為の

時に制限行為能力者であった者についても、同様とする。 



（取り消すことができる行為の追認） 

第百二十二条 取り消すことができる行為は、第百二十条に規定する者が追認

したときは、以後、取り消すことができない。 

（取消し及び追認の方法） 

第百二十三条 取り消すことができる行為の相手方が確定している場合には、

その取消し又は追認は、相手方に対する意思表示によってする。 

（追認の要件） 

第百二十四条 取り消すことができる行為の追認は、取消しの原因となってい

た状況が消滅し、かつ、取消権を有することを知った後にしなければ、その効

力を生じない。 

２ 次に掲げる場合には、前項の追認は、取消しの原因となっていた状況が消滅

した後にすることを要しない。 

一 法定代理人又は制限行為能力者の保佐人若しくは補助人が追認をすると

き。 

二 制限行為能力者（成年被後見人を除く。）が法定代理人、保佐人又は補助

人の同意を得て追認をするとき。 

 

〔参考〕令和八年法律第四五号による改正後の民法 

（公布の日（令和八年六月二四日）から起算して二年六月以内に施行） 

 

（追認の要件）  

第百二十四条 （略）  

２ 次に掲げる場合には、前項の追認は、取消しの原因となっていた状況が消滅した後に

することを要しない。  

一 法定代理人又は制限行為能力者の補助人が追認をするとき。 

二 制限行為能力者（第十条第一項の規定による審判を受けた者を除く。）が法定代理

人又は補助人の同意を得て追認をするとき。 

 

（法定追認） 



第百二十五条 追認をすることができる時以後に、取り消すことができる行為

について次に掲げる事実があったときは、追認をしたものとみなす。ただし、

異議をとどめたときは、この限りでない。 

一 全部又は一部の履行 

二 履行の請求 

三 更改 

四 担保の供与 

五 取り消すことができる行為によって取得した権利の全部又は一部の譲渡 

六 強制執行 

（取消権の期間の制限） 

第百二十六条 取消権は、追認をすることができる時から五年間行使しないと

きは、時効によって消滅する。行為の時から二十年を経過したときも、同様と

する。 

 

第六章 期間の計算 

（期間の計算の通則） 

第百三十八条 期間の計算方法は、法令若しくは裁判上の命令に特別の定めが

ある場合又は法律行為に別段の定めがある場合を除き、この章の規定に従う。 

（期間の起算） 

第百三十九条 時間によって期間を定めたときは、その期間は、即時から起算す

る。 

第百四十条 日、週、月又は年によって期間を定めたときは、期間の初日は、算

入しない。ただし、その期間が午前零時から始まるときは、この限りでない。 

（期間の満了） 

第百四十一条 前条の場合には、期間は、その末日の終了をもって満了する。 

第百四十二条 期間の末日が日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法

律第百七十八号）に規定する休日その他の休日に当たるときは、その日に取引

をしない慣習がある場合に限り、期間は、その翌日に満了する。 

（暦による期間の計算） 



第百四十三条 週、月又は年によって期間を定めたときは、その期間は、暦に従

って計算する。 

２ 週、月又は年の初めから期間を起算しないときは、その期間は、最後の週、

月又は年においてその起算日に応当する日の前日に満了する。ただし、月又は

年によって期間を定めた場合において、最後の月に応当する日がないときは、

その月の末日に満了する。 

 

第七章 時効 

第一節 総則 

（時効の効力） 

第百四十四条 時効の効力は、その起算日にさかのぼる。 

（時効の援用） 

第百四十五条 時効は、当事者（消滅時効にあっては、保証人、物上保証人、第

三取得者その他権利の消滅について正当な利益を有する者を含む。）が援用し

なければ、裁判所がこれによって裁判をすることができない。 

（時効の利益の放棄） 

第百四十六条 時効の利益は、あらかじめ放棄することができない。 

（裁判上の請求等による時効の完成猶予及び更新） 

第百四十七条 次に掲げる事由がある場合には、その事由が終了する（確定判決

又は確定判決と同一の効力を有するものによって権利が確定することなくそ

の事由が終了した場合にあっては、その終了の時から六箇月を経過する）まで

の間は、時効は、完成しない。 

一 裁判上の請求 

二 支払督促 

三 民事訴訟法第二百七十五条第一項の和解又は民事調停法（昭和二十六年

法律第二百二十二号）若しくは家事事件手続法（平成二十三年法律第五十

二号）による調停 

四 破産手続参加、再生手続参加又は更生手続参加 

２ 前項の場合において、確定判決又は確定判決と同一の効力を有するものに



よって権利が確定したときは、時効は、同項各号に掲げる事由が終了した時か

ら新たにその進行を始める。 

（強制執行等による時効の完成猶予及び更新） 

第百四十八条 次に掲げる事由がある場合には、その事由が終了する（申立ての

取下げ又は法律の規定に従わないことによる取消しによってその事由が終了

した場合にあっては、その終了の時から六箇月を経過する）までの間は、時効

は、完成しない。 

一 強制執行 

二 担保権の実行 

三 民事執行法（昭和五十四年法律第四号）第百九十五条に規定する担保権

の実行としての競売の例による競売 

四 民事執行法第百九十六条に規定する財産開示手続又は同法第二百四条に

規定する第三者からの情報取得手続 

２ 前項の場合には、時効は、同項各号に掲げる事由が終了した時から新たにそ

の進行を始める。ただし、申立ての取下げ又は法律の規定に従わないことによ

る取消しによってその事由が終了した場合は、この限りでない。 

（仮差押え等による時効の完成猶予） 

第百四十九条 次に掲げる事由がある場合には、その事由が終了した時から六

箇月を経過するまでの間は、時効は、完成しない。 

一 仮差押え 

二 仮処分 

（催告による時効の完成猶予） 

第百五十条 催告があったときは、その時から六箇月を経過するまでの間は、時

効は、完成しない。 

２ 催告によって時効の完成が猶予されている間にされた再度の催告は、前項

の規定による時効の完成猶予の効力を有しない。 

（協議を行う旨の合意による時効の完成猶予） 

第百五十一条 権利についての協議を行う旨の合意が書面でされたときは、次

に掲げる時のいずれか早い時までの間は、時効は、完成しない。 



一 その合意があった時から一年を経過した時 

二 その合意において当事者が協議を行う期間（一年に満たないものに限る。）

を定めたときは、その期間を経過した時 

三 当事者の一方から相手方に対して協議の続行を拒絶する旨の通知が書面

でされたときは、その通知の時から六箇月を経過した時 

２ 前項の規定により時効の完成が猶予されている間にされた再度の同項の合

意は、同項の規定による時効の完成猶予の効力を有する。ただし、その効力は、

時効の完成が猶予されなかったとすれば時効が完成すべき時から通じて五年

を超えることができない。 

３ 催告によって時効の完成が猶予されている間にされた第一項の合意は、同

項の規定による時効の完成猶予の効力を有しない。同項の規定により時効の

完成が猶予されている間にされた催告についても、同様とする。 

４ 第一項の合意がその内容を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）によ

ってされたときは、その合意は、書面によってされたものとみなして、前三項

の規定を適用する。 

５ 前項の規定は、第一項第三号の通知について準用する。 

（承認による時効の更新） 

第百五十二条 時効は、権利の承認があったときは、その時から新たにその進行

を始める。 

２ 前項の承認をするには、相手方の権利についての処分につき行為能力の制

限を受けていないこと又は権限があることを要しない。  

（時効の完成猶予又は更新の効力が及ぶ者の範囲） 

第百五十三条 第百四十七条又は第百四十八条の規定による時効の完成猶予又

は更新は、完成猶予又は更新の事由が生じた当事者及びその承継人の間にお

いてのみ、その効力を有する。 

２ 第百四十九条から第百五十一条までの規定による時効の完成猶予は、完成

猶予の事由が生じた当事者及びその承継人の間においてのみ、その効力を有



する。 

３ 前条の規定による時効の更新は、更新の事由が生じた当事者及びその承継

人の間においてのみ、その効力を有する。 

第百五十四条 第百四十八条第一項各号又は第百四十九条各号に掲げる事由に

係る手続は、時効の利益を受ける者に対してしないときは、その者に通知をし

た後でなければ、第百四十八条又は第百四十九条の規定による時効の完成猶

予又は更新の効力を生じない。 

（未成年者又は成年被後見人と時効の完成猶予） 

第百五十八条 時効の期間の満了前六箇月以内の間に未成年者又は成年被後見

人に法定代理人がないときは、その未成年者若しくは成年被後見人が行為能

力者となった時又は法定代理人が就職した時から六箇月を経過するまでの間

は、その未成年者又は成年被後見人に対して、時効は、完成しない。 

２ 未成年者又は成年被後見人がその財産を管理する父、母又は後見人に対し

て権利を有するときは、その未成年者若しくは成年被後見人が行為能力者と

なった時又は後任の法定代理人が就職した時から六箇月を経過するまでの間

は、その権利について、時効は、完成しない。 

 

〔参考〕令和八年法律第四五号による改正後の民法 

（公布の日（令和八年六月二四日）から起算して二年六月以内に施行） 

 

（未成年者等と時効の完成猶予） 

第百五十八条 時効の期間の満了前六箇月以内の間に未成年者又は第十条第一項の規定に

よる審判を受けた者に法定代理人がないときは、その未成年者若しくは同項の規定によ

る審判を受けた者が行為能力者となった時又は法定代理人が就職した時から六箇月を経

過するまでの間は、その未成年者又は同項の規定による審判を受けた者に対して、時効

は、完成しない。 

２ 未成年者がその財産を管理する父、母又は未成年後見人に対して権利を有するとき

は、その未成年者が行為能力者となった時又は後任の法定代理人が就職した時から六箇

月を経過するまでの間は、その権利について、時効は、完成しない。第十条第一項の規



定による審判を受けた者が特定補助人に対して権利を有するときも、同様とする。 

 

（天災等による時効の完成猶予） 

第百六十一条 時効の期間の満了の時に当たり、天災その他避けることのでき

ない事変のため第百四十七条第一項各号又は第百四十八条第一項各号に掲げ

る事由に係る手続を行うことができないときは、その障害が消滅した時から

三箇月を経過するまでの間は、時効は、完成しない。 

 

第三節 消滅時効 

（債権等の消滅時効） 

第百六十六条 債権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅する。 

一 債権者が権利を行使することができることを知った時から五年間行使し

ないとき。 

二 権利を行使することができる時から十年間行使しないとき。 

２・３（略）  

（判決で確定した権利の消滅時効） 

第百六十九条 確定判決又は確定判決と同一の効力を有するものによって確定

した権利については、十年より短い時効期間の定めがあるものであっても、そ

の時効期間は、十年とする。 

２ 前項の規定は、確定の時に弁済期の到来していない債権については、適用し

ない。 

 

〔参考〕令和元年法律第三十四号（令和二年四月一日施行）による改正前の条文 

（定期給付債権の短期消滅時効） 

第百六十九条 年又はこれより短い時期によって定めた金銭その他の物の給付を目的とす

る債権は、五年間行使しないときは、消滅する。 

 

第四編 親族 

第一章 総則 



（親族の範囲） 

第七百二十五条 次に掲げる者は、親族とする。 

一 六親等内の血族 

二 配偶者 

三 三親等内の姻族 

（親等の計算） 

第七百二十六条 親等は、親族間の世代数を数えて、これを定める。 

２ 傍系親族の親等を定めるには、その一人又はその配偶者から同一の祖先に

さかのぼり、その祖先から他の一人に下るまでの世代数による。 

（縁組による親族関係の発生） 

第七百二十七条 養子と養親及びその血族との間においては、養子縁組の日か

ら、血族間におけるのと同一の親族関係を生ずる。 

（離婚等による姻族関係の終了） 

第七百二十八条 姻族関係は、離婚によって終了する。 

２ 夫婦の一方が死亡した場合において、生存配偶者が姻族関係を終了させる

意思を表示したときも、前項と同様とする。 

（離縁による親族関係の終了） 

第七百二十九条 養子及びその配偶者並びに養子の直系卑属及びその配偶者と

養親及びその血族との親族関係は、離縁によって終了する。 

 

第三章 親子 

第二節 養子 

  第三款 縁組の効力 

（嫡出子の身分の取得） 

第八百九条 養子は、縁組の日から、養親の嫡出子の身分を取得する。 

 

第五章 後見 

第一節 後見の開始 

第八百三十八条 後見は、次に掲げる場合に開始する。 



一 未成年者に対して親権を行う者がないとき、又は親権を行う者が管理権

を有しないとき。 

二 後見開始の審判があったとき。 
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 第五章 未成年後見 

第一節 未成年後見の開始 

第八百三十八条 未成年後見は、未成年者に対して親権を行う者がないとき、又は親権を

行う者が管理権を有しないときに開始する。    

 

第二節 後見の機関 

第一款 後見人 

（成年後見人の選任） 

第八百四十三条 家庭裁判所は、後見開始の審判をするときは、職権で、成年後

見人を選任する。 

２ 成年後見人が欠けたときは、家庭裁判所は、成年被後見人若しくはその親族

その他の利害関係人の請求により又は職権で、成年後見人を選任する。 

３ 成年後見人が選任されている場合においても、家庭裁判所は、必要があると

認めるときは、前項に規定する者若しくは成年後見人の請求により又は職権

で、更に成年後見人を選任することができる。 

４ 成年後見人を選任するには、成年被後見人の心身の状態並びに生活及び財

産の状況、成年後見人となる者の職業及び経歴並びに成年被後見人との利害

関係の有無（成年後見人となる者が法人であるときは、その事業の種類及び内

容並びにその法人及びその代表者と成年被後見人との利害関係の有無）、成年

被後見人の意見その他一切の事情を考慮しなければならない。 

（後見人の辞任） 

第八百四十四条 後見人は、正当な事由があるときは、家庭裁判所の許可を得て、



その任務を辞することができる。 

（辞任した後見人による新たな後見人の選任の請求） 

第八百四十五条 後見人がその任務を辞したことによって新たに後見人を選任

する必要が生じたときは、その後見人は、遅滞なく新たな後見人の選任を家庭

裁判所に請求しなければならない。 

（後見人の解任） 

第八百四十六条 後見人に不正な行為、著しい不行跡その他後見の任務に適し

ない事由があるときは、家庭裁判所は、後見監督人、被後見人若しくはその親

族若しくは検察官の請求により又は職権で、これを解任することができる。 

（後見人の欠格事由） 

第八百四十七条 次に掲げる者は、後見人となることができない。 

一 未成年者 

二 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人 

三 破産者 

四 被後見人に対して訴訟をし、又はした者並びにその配偶者及び直系 

血族 

五 行方の知れない者 
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第二節 未成年後見の期間 

 第一款 未成年後見人 

第八百四十三条 削除 

（未成年後見人の辞任） 

第八百四十四条 未成年後見人は、正当な事由があるときは、家庭庭裁判所の許可を得

て、その任務を辞することができる。 

（辞任した未成年後見人による新たな未成年後見人の選任の請求） 

第八百四十五条 未成年後見人がその任務を辞したことによって新たに未成年後見人を選



任する必要が生じたときは、辞任した未成年後見人は、遅滞なく新たな未成年後見人の

選任を家庭裁判所に請求しなければならない。 

（未成年後見人の解任） 

第八百四十六条 未成年後見人に不正な行為、著しい不行跡その他未成年後見の任務に適

しない事由があるときは、家庭裁判所は、未成年後見監督人、未成年被後見人若しくは

その親族若しくは検察官の請求により又は職権で、これを解任することができる。 

（未成年後見人の解任） 

第八百四十六条 未成年後見人に不正な行為、著しい不行跡その他未成年後見の任務に適

しない事由があるときは、家庭裁判所は、未成年後見監督人、未成年被後見人若しくは

その親族若しくは検察官の請求により又は職権で、これを解任することができる。 

（未成年後見人の欠格事由） 

第八百四十七条 次に掲げる者は、未成年後見人となることができない。 

一 （略） 

二 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人又は補助人（第八百七十六条の五第三号の事由

により解任されたものを除く。） 

三 （略） 

四 未成年被後見人に対して訴訟をし、又はした者並びにその配偶者及び直系血族 

五 （略） 

 

第三節 後見の事務 

（財産の管理及び代表） 

第八百五十九条 後見人は、被後見人の財産を管理し、かつ、その財産に関する

法律行為について被後見人を代表する。 

２ 第八百二十四条ただし書の規定は、前項の場合について準用する。 

（成年後見人が数人ある場合の権限の行使等） 

第八百五十九条の二 成年後見人が数人あるときは、家庭裁判所は、職権で、数

人の成年後見人が、共同して又は事務を分掌して、その権限を行使すべきこと

を定めることができる。 

２ 家庭裁判所は、職権で、前項の規定による定めを取り消すことができる。 



３ 成年後見人が数人あるときは、第三者の意思表示は、その一人に対してすれ

ば足りる。 
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第三節 未成年後見の事務 

（財産の管理及び代表） 

第八百五十九条 未成年後見人は、未成年被後見人の財産を管理し、かつ、その財産に関

する法律行為について未成年被後見人を代表する。 

２ （略） 

第八百五十九条の二 （削る） 

第五編 相続 

第一章 総則 

（相続開始の原因） 

第八百八十二条 相続は、死亡によって開始する。 

 

第二章 相続人 

（相続に関する胎児の権利能力） 

第八百八十六条 胎児は、相続については、既に生まれたものとみなす。 

２ 前項の規定は、胎児が死体で生まれたときは、適用しない。 

（子及びその代襲者等の相続権） 

第八百八十七条 被相続人の子は、相続人となる。 

２ 被相続人の子が、相続の開始以前に死亡したとき、又は第八百九十一条の規

定に該当し、若しくは廃除によって、その相続権を失ったときは、その者の子

がこれを代襲して相続人となる。ただし、被相続人の直系卑属でない者は、こ

の限りでない。 

３ 前項の規定は、代襲者が、相続の開始以前に死亡し、又は第八百九十一条の

規定に該当し、若しくは廃除によって、その代襲相続権を失った場合について



準用する。 

（直系尊属及び兄弟姉妹の相続権） 

第八百八十九条 次に掲げる者は、第八百八十七条の規定により相続人となる

べき者がない場合には、次に掲げる順序の順位に従って相続人となる。 

一 被相続人の直系尊属。ただし、親等の異なる者の間では、その近い者を

先にする。 

二 被相続人の兄弟姉妹 

２ 第八百八十七条第二項の規定は、前項第二号の場合について準用する。 

（配偶者の相続権） 

第八百九十条 被相続人の配偶者は、常に相続人となる。この場合において、第

八百八十七条又は前条の規定により相続人となるべき者があるときは、その

者と同順位とする。 

（相続人の欠格事由） 

第八百九十一条 次に掲げる者は、相続人となることができない。 

一 故意に被相続人又は相続について先順位若しくは同順位にある者を死亡

するに至らせ、又は至らせようとしたために、刑に処せられた者 

二 被相続人の殺害されたことを知って、これを告発せず、又は告訴しなか

った者。ただし、その者に是非の弁別がないとき、又は殺害者が自己の配

偶者若しくは直系血族であったときは、この限りでない。 

三 詐欺又は強迫によって、被相続人が相続に関する遺言をし、撤回し、取

り消し、又は変更することを妨げた者 

四 詐欺又は強迫によって、被相続人に相続に関する遺言をさせ、撤回させ、

取り消させ、又は変更させた者 

五 相続に関する被相続人の遺言書を偽造し、変造し、破棄し、又は隠匿し

た者 
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第八百九十一条 次に掲げる者は、相続人となることができない。 

  一～四（略） 

 五 相続に関する被相続人の遺言書を偽造し、変造し、破棄し、若しくは隠匿した者又

は第九百七十六条の二第一項若しくは第九百七十九条の二第一項各号に規定する方法

により記録された電磁的記録を不正に作り、破棄し、若しくは隠匿した者 

 

（推定相続人の廃除） 

第八百九十二条 遺留分を有する推定相続人（相続が開始した場合に相続人と

なるべき者をいう。以下同じ。）が、被相続人に対して虐待をし、若しくはこ

れに重大な侮辱を加えたとき、又は推定相続人にその他の著しい非行があっ

たときは、被相続人は、その推定相続人の廃除を家庭裁判所に請求することが

できる。 

（遺言による推定相続人の廃除） 

第八百九十三条 被相続人が遺言で推定相続人を廃除する意思を表示したとき

は、遺言執行者は、その遺言が効力を生じた後、遅滞なく、その推定相続人の

廃除を家庭裁判所に請求しなければならない。この場合において、その推定相

続人の廃除は、被相続人の死亡の時にさかのぼってその効力を生ずる。 

 

第三章 相続の効力 

第一節 総則 

（相続の一般的効力） 

第八百九十六条 相続人は、相続開始の時から、被相続人の財産に属した一切の

権利義務を承継する。ただし、被相続人の一身に専属したものは、この限りで

ない。 

 

第四章 相続の承認及び放棄 

第三節 相続の放棄 

（相続の放棄の方式） 

第九百三十八条 相続の放棄をしようとする者は、その旨を家庭裁判所に申述



しなければならない。 

（相続の放棄の効力） 

第九百三十九条 相続の放棄をした者は、その相続に関しては、初めから相続人

とならなかったものとみなす。 

 

 


